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事 実 及 び 理 由

第 1 請求
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1 被告らは,別紙 1被告標章目録①記載の標章を被告らが製造し販売する帯に使用

してはならない。

2 被告 らは,別紙 1被告標章 目録②記載の標章を活字媒体等の情報媒体

において使用 してはならない。

3 被告 らは,別紙 1被告標章 目録①記載の標章を付 した別紙 2被告商品

目録記載の形態の帯を製造 し,販売 し,譲渡 し,引 渡 し,譲渡 もしくは

引渡のため展示 し又は輸出してはならない。

4 被告 らは,そ の製造販売に係 る商品か ら別紙 1被告標章 目録①記載の

標章を抹消せ よ。

5 被告 らは,別紙 3謝罪 目録記載の新間に同 目録記載の謝罪文を同 目録

記載の方法にて掲載せよ。

6 被告 らは,原告に対 し,連帯 して, 1億 5045万 1411円 及び こ

れに対す る平成 23年 2月 28日 か ら支払済 み まで年 5分 の割 合 に

よる金員 を支払 え。

第 2 事案の概要

本件は,地域団体商標である「博多織」の一連の文字によつて成立する別紙

4商標登録証記載の商標 (以 下 「本件商標」という。)を用いて織物製品の製

造・販売を行 う者によつて構成されている工業組合であり,本件商標に係る商

標権 (以 下 「本件商標権」という。)の権利者である原告が,被告らが製造・

販売等 している商品である帯製品に付された 「博多帯」の一連の文字によって

成立する標章 (以 下 「被告標章」という。)が ,本件商標と類似 しているため

本件商標権を侵害し,ま た,上記原告の組合員によつて製造・販売等されてい

る商品と被告らが製造・販売等している商品の商品等表示が類似 しているため

市場に混同を生じさせているなどとして,被告らに対し,商標法及び不正競争

防止法に基づいて,被告標章の使用等の差止め,被告らが製造・販売等してい

る商品からの被告標章の抹消,謝罪広告の掲載及び損害賠償を求めた事案であ

る。
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1 前提事実 (争いのない事実及び証拠等によつて容易に認 められる事実 )

(1)当 事者

ア 原告は,福岡県博多地域に由来する製法 (以下 「博多織製法」 とい う。)

により福岡県又はその周辺で製造 された絹織物製の織物等 (以 下「博多織」

といい,そ の うち,原告の組合員によつて製造・販売等 され る博多織を「原

告商品」 とい う。)の製造業 を行 う中小企業で構成 されている,中小企業

団体の組織に関す る法律 を設立準拠法 とす る工業組合である。

イ 被告 日本和装ホールデ ィングス株式会社 (以 下「被告ホールデ ィングス」

とい う。)は ,和服及び和装品の販売促進の企画や これ らの販売代理業及

び売買契約の仲介業並びに着物関連事業を主たる業 とす る株式会社であ り,

同会社及びその子会社 な どか らなる企業 グループ (以 下 「日本和装 グルー

プ」 とい う。)全体の経営管理 を行 う者である。

ウ 被告株式会社はかた匠工芸 (旧 商号 日本和装ホールセ ラーズ株式会社か

ら平成 24年 3月 12日 に商号変更 ,以下 「被告匠工芸」 とい う。)は ,

被告ホールデ ィングスの 100パ ーセ ン ト子会社であ り, 日本和装 グルー

プの一員 として,和服等の製造・販売を行 つている株式会社であ り, 自身

が博多織製法 を用いて織 られた織物で製造す る帯製品 (以 下 「被告商品」

とい う。)に被告標章を付 して販売を行つている者である。

工 被告博多織物協同組合 (以 下 「被告協 同組合」 とい う。)は ,証紙の発

行 に関す る事業等を 目的 とす る協同組合であ り,被告製品に付す るための

証紙 (被告標章等を記 したもの)を作成 している。

(2)原告による本件商標の登録

原告は,平成 18年 7月 10日 ,本件商標 の地域団体商標出願 を行い,本

件商標は平成 19年 3月 9日 に地域団体商標 として商標登録 された。

(3)被告匠工芸による被告商品の製造・販売開始及び本件訴訟までの経緯

ア 原告の組合員 であった株式会社匠工芸 (以 下 「訴外匠工芸」 とい う。)
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は,原告が本件商標につき前記 (2)の とお り地域団体商標 として商標登録 を

受 ける以前か ら,本件商標 「博多織」が表示 された証紙 を付 した博多織の

帯の製造・販売を行い,原告が本件商標 につき商標登録 を受 けた後 も継続

して本件商標 を使用 していたものであるが,平成 21年 1月 26日 に解散

し清算会社になった。

イ 訴外匠工芸は,同年 2月 10日 ,同社が博多織 を製造 していた工場や同

工場内の機械器具動産一式を被告匠工芸に賃貸 し,被告匠工芸は,賃借 し

た同工場及び同機械器具動産一式 を用いて,訴外匠工芸の元従業員 を雇用

した上,被告商品の製造・販売を開始 した。

この際,被告匠工芸は,原告に対 し,原告への加入を求めたが,原告は ,

これに対 して明確な回答を しなかつた

ウ 原告は,同月 27日 ,訴外匠工芸に対 し,同会社が解散 したことによつ

て,原告の組合員資格 を失つた旨通知 した。

また,原告は,同年 3月 ,被告匠工芸に対 し,被告匠工芸が本件商標 な

い しこれに類似す る商標 を使用す ることは,商標法及び不正競争防止法に

違反す る行為であ り,同使用については刑事罰 も定め られていること,ま

た,同使用の事実が判明 した場合は,法的措置 を行 う旨の警告 を行 つた。

工 上記 ウの警告 を受け,被告匠工芸は,被告商品に本件商標である 「博多

織」の表示 を使用せず ,被告商品に 「博多帯」の表示,すなわち,被告標

章を付 した上,全国に販売す ることとした。

オ 被告匠工芸は,同年 9月 28日 ,訴外匠工芸か ら,従前,被告匠工芸が

訴外匠工芸か ら賃借 していた建物及び機械器具動産一式を 7000万 円で

購入 し,訴外匠工芸が行つていた博多織事業の承継 を完了 した。

力 被告匠工芸は,平成 22年 5月 12日 ,原告に対 し,被告匠工芸の原告

への加入 を申し込んだが,こ れ に対 し,原告は,被告匠工芸が被告標章を

用いていることに異議 を唱えるとともに, 日本和装 グループに関す るい く
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つかの質問をしたものの,被告匠工芸の原告への加入を認めなかつた。

キ 平成 23年 3月 18日 ,原告は本件訴えを提起した。

2 当事者の主張

(原告の主張)

(1)本件商標 と被告標章の類似性

被告標章である「博多帯」は,博多織の帯とい う意味であり,本件商標で

ある「博多織」と観念的に極めて類似 している。そのため,需要者が被告標

章を見た場合は,「博多織」の表示がなくても,頭の中で 「博多織」の 「帯」

と連想することになる。また,本件商標 と被告標章は,称呼的にも「ハカタ

オ リ (織 )」 と「ハカタオビ (帯 )」 では,語尾の 「り」と「ビ」の差異は母

音を同じくする語であり,完全に称呼類似の商標である。さらに,本件商標

と被告標章は,こ れらを構成する文字のうち頭の二文字が共通するため,そ

の外観も類似している。

被告らは,一般的な商標類否判断の手法が地域団体商標には適用されない

かの如く主張しているが,地域団体商標も商標である以上,一般の商標の対

比基準は,そのまま地域団体商標 と標章の対比においても適用される。かか

る観点から本件商標 と被告標章とを対比すると,上記のとおり,称呼上も観

念上も外観上も類似している。

(2)地域団体商標の効力が被告匠工芸に及ぶこと

被告 らは,地域団体商標は普通名称であるから,同商標に自他商品の識別

力はなく,同商標が表示 しているのは品質表示・産地表示だけであるとして ,

地域団体商標に係る商標権 (以 下 「地域団体商標権」とい う。)の効力は ,

同商標権の権利者である団体に加入 していない地域の事業者等 (以 下 「地域

内アウトサイダー」とい う。)には及ばないと主張し,地域団体商標権であ

る本件商標権の効力も地域内アウトサイダーである被告匠工芸には及ばない

と主張する。
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しかし,本件商標が,原告の組合員の商品であるという意味で具体的出所

表示機能があるのは明らかであり,本件商標権の効力について,他の商標権

と異なるところは何ら存在 しないというべきである。

そもそも,地域団体商標制度は,地域における複数の事業者等が当該地域

の特産品に当該地域名 と商品等の普通名称を組み合わせた標章を付 して販売

するような製品等 (以 下 「地域ブラン ド」とい う。)についての事業者等の

信用の維持を図るとともに,地域ブラン ドの保護による我が国の産業競争力

の強化 と地域経済の活性化を図るために平成 17年の商標法改正によつて新

設された制度であり,商標法 3条 2項 より若干登録要件 (識別性要件)を緩

和することによつて多くの地域ブラン ドに商標法上の保護を与えようとした

ものである。

仮に,本件商標 「博多織」力`普通名称であるとか,本件商標は自他商品の

識別力を有しない商標であるといつた被告らの主張が認められるのであれば,

何のために,上記のとお り商標法が平成 17年改正において新たに地域団体

商標制度を新設 して,地域ブラン ドにつき商標登録を可能にし,商標法によ

つて保護 しようとしたのか分からなくなってしまうのであり,地域団体商標

制度の趣旨そのものが崩壊 してしまうことになる。

そして,上記のとお り,地域団体商標権の効力が他の商標権の効力と何 ら

異ならない以上,地域団体商標権の効力が,地域団体商標又はその類似する

商標を使用 している地域内アウトサイダーにも及ぶことは当然であり,地域

団体商標権の地域内アウトサイダーに対する効力において,特別に問題 とな

るのは商標法 32条の 2が規定する先使用権の問題だけである。この点,被

告匠工芸が,被告標章の使用を始めたのは,原告が本件商標の登録を行つて

から2年が経過 した後であり,被告匠工芸による被告商標の使用は,商標法

32条の 2が規定する先使用には当たらない。

(3)原告が,被告匠工芸の原告への加入を拒むことには正当な理由があること
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原告は,被告匠工芸による原告への加入 申出を拒絶 しているところ,同拒

絶には,以下の とお り正当な理由がある。

第一に,原告は,中小企業団体の組織 に関す る法律 を設立準拠法 とす る工

業組合であ り,中小企業が協同す ることを組合の 目的 としているところ,巨

大企業である 日本和装 グループが原告に加入す ると,原告内のパ ワーバ ラン

スが崩れ,原告の民主的な運営が阻害 され,中小企事業者 の事業の改善,発

達 とい う,組合設立の 目的が実現 しな くなる。次に,原告に 日本和装 グルー

プのよ うな巨大企業が加入 して しま うと,原告が,独 占禁止法の適用除外組

合ではな くな り,原告の存在意義そのものが危 うくなつて しま う。 さらに ,

日本和装 グループの販売方法について,従来か ら悪い評判があ り, 日本和装

グループの原告への加入 を認 めた場合,原告の社会的信用が失墜 し,原告に

とつて打撃 となるおそれがある。

被告 らは,被告匠工芸は大企業ではないか ら原告に加入できるはずである

な どと主張す るが,被告匠工芸は, 日本和装 グループ全体の経営管理 を行 つ

ている被告ホールデ ィングスの 100パ ーセ ン ト子会社であ り,被告ホール

デ ィングス と一体 となって着物関連事業等 を行っている会社であるか ら,被

告匠工芸 と被告ホールデ ィングスは一体 とみ るべきであつて,被告匠工芸だ

けを取 り上げて中小企業 と評価すべきではない。

したがつて,原告が,被告匠工芸の原告への加入 を拒む ことには,正当な

理由がある。

(4)不正競争防止法違反について

ア 原告商品の商品等表示 (以 下 「原告商品等表示」 とい う。)及び被告商

品の商品等表示 (以下 「被告商品等表示」 とい う。)の類似性

原告の組合員は,原告商品等表示 として本件商標 を用い,被告匠工芸は ,

被告商品等表示 として被告標章を用いているところ,前記 (1)の とお り,本

件商標 と被告標章は類似 しているのであるか ら,原告商品等表示 と被告商
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品等表示もまた類似している。

イ 周知性及び著名性

原告商品等表示である本件商標は,地域団体商標 として登録されたので

あるから,商標法 7条 の 2の要件を満たしていることが明らかであり, し

たがつて,「博多織」の商品等表示については,需要者の間に広く認識 さ

れているという周知性を有している。

また,博多織は, 1241年 に宋から帰国した満田爾三右衛門が伝えた

織物技術が基礎 となつて,筑前博多で発達した絹織物であり,江戸時代に

なつて,筑前藩主が将軍家に献上したことから,献上博多帯として,全国

的に著名 となった織物の商品表示である。

本件商標 「博多織」は,福 岡県の伝統工芸品として,我が国の和服の需

要者層 (取 引事業者及び一般消費者)の全般にわたつて,広 く知られてお

り,全国的に著名な商品表示である。

ウ 混同のおそれ

原告商品等表示である本件商標と被告商品等表示である被告標章は類似

している上,原告商品と被告商品は形態も極めて類似 しているのであるか

ら,需要者たる一般消費者は,原告商品と被告商品を混同するおそれが極

めて大きい。

工 被告らの不正競争防止法違反行為

被告らは,原告商品等表示として需要者の間に広く認識されている本件

商標に類似する被告標章を被告商品等表示として使用し,又 は被告商品の

販売仲介や被告商品に貼付する証紙などの作成を行つて被告商品を混同さ

せたのであるから,こ のような被告らの行為は不正競争防止法 2条 1項 1

号に該当する。

被告らは,原告商品等表示として著名である本件商標に類似する被告標

章を被告商品等表示として使用 したのであるから,こ のような被告 らの行
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為は不正競争防止法 2条 1項 2号に該当する。

(5)損害について

ア 原告には,被告らの商標法違反行為及び不正競争防止法違反行為によつ

て以下のような損害が生じた。

И 直接の損害 (商標法 38条 ,不正競争防止法 5条 )

1億 0677万 4010円 (た だし,平成 21年 4月 から同23年 2

月までのもの)

1/r)信用毀損による損害

3000万 円

lpl 弁護士費用及び弁理士費用等

1367刀「7401円

l‐l 合計

Vず
.ダ :       1億 5045万 1411円

― ‐‐

「
    イ また,被告 らの商標法違反行為及び不正競争防止法違反行為によつて ,

V ‐‐
     原告はその営業上の信用を棄損 されたのであるから,被告らは,原告の営

業上の信用を回復するために,別紙 3謝罪 目録記載の謝罪文を同目録記載

の要領で同目録記載の新間に掲載する義務がある。

(被告らの主張)

(1)商標及び商品等表示の使用ではない

本件商標である「博多織」は地域団体商標 として登録されているものの ,

被告標章である「博多帯」は地域団体商標 としては登録 されてお らず,「博

多織製法で織 られた帯」0「博多織の帯」の商品群を意味する普通名称以外の

なにものでもない。

したがって,こ のような普通名称の使用が商標の使用 (商標法 2条 3項 )

に当たることはないし,商標の使用に当たらない以上,商品等表示の使用 (不

正競争防止法 2条 1項 1号 , 2号)に も当たらない。
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(2)本件商標 と被告標章又は原告商品等表示と被告商品等表示の非類似性

ア 本件商標と被告標章の非類似性

まず,前提 として,本件商標である「博多織」は地域団体商標 として登

録されたものの識別力はなく,被告標章にいたつては普通名称であるから,

一般的な商標の類否判断をすることに意味はないが,一応,原告の主張に

沿つた形で反論する。

まず,称呼についてであるが,「ハカタオリ」と「ハカタオビ」は末尾

において 「り」音と「ビ」音の差異があり,両差異音は母音共通であるも

のの子音において前者は軽やかな音感のラ行音,後者は鈍い音感の濁音の

差異があるばかりか,そ の抑揚にも顕著な差がある。次に,観念について

も,「博多織」は博多織製法で織 られた絹織物の意味であり,「博多帯」は

そのようにして織られた帯の意味であつて「織物」と「帯」の違いがあり,

いずれも古来から日本にあつて永い歴史の過程で区別 して認識されてきた

文字であるから,観念的にも同一又は類似ではない。さらに,外観上も,

「博多織」と「博多帯」は「織」と「帯」の文字によって十分に区別でき

る。

これら称呼,観念,外観の全体から与えられる印象の差異に加えて,地

域ブランドは,永い歴史の過程で特定の商品群を指称する営業名称 として

認識されてきたものであるから,それに地域団体商標権が設定されたとし

ても,その類似範囲は制度趣旨に照らして相応に限定されなくてはならな

いことや,原告商品と被告商品がいずれも高価品であり,需要者において

商品を選択する際に相当の注意を払 うと考えられることを総合考慮すれば,

本件商標と被告標章による出所混同のおそれはなく,こ れらが非類似であ

ることは明らかであるというべきである。

イ 原告商品等表示と被告商品等表示の非類似性

上記アのとお り,本件商標 と被告標章が非類似であることに加え,原告
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商品等表示に用いられる「博多織」の文字と,被告商品等表示に用いられ

る「博多帯」の文字は書体が異なるから十分に区別可能な上,原告商品に

は博多織の文字のほか,菱形内に「博多」と書したマーク (菱博多マーク)

が常に併記されているところ,菱博多マークは,遅 くとも昭和 6年には採

択されて商標出願されているから,現在までに80年以上使用されてきた

ものであり,原告商品等表示と被告商品等表示とは菱博多マークの有無に

よつても十分に区別可能である。

以上の点を考慮すれば原告商品の帯と被告商品は十分に区別可能であつ

て出所混同のおそれはない。

(3)博多帯は普通名称である

「博多帯」は,広辞苑に 「博多織の帯」と掲載 されてお り,「博多織製法

によって織 られた帯」の意として永い歴史の中で使われてきた普通名称であ

るから,地域団体商標制度が新設されて 「博多織」が登録商標になったから

といって突如その使用が禁止されることはない (商標法 26条 ,不正競争防

止法 19条 )。

別紙 1被告標章目録②及び別紙 5被告商品等表示 目録②が 「普通に用いら

れる方法」に該当することはい うまでもない。また,帯や和服に証紙を付 し

てその証紙にどこの帯であるかを記すことは一般に行われてお り,特に商品

が帯のように日本の伝統文化に属するものであれば毛筆書体で表示すること

も一般であるところ,別紙 1被告標章 目録①及び別紙 5被告商品等表示 目録

①は,事業者が通常用いる書体の域を出ない毛筆書体で 「博多帯」と記載 し

た証紙を帯に付 して,「 二千年伝承」の文字を付記 してそれが博多地域で古

来から伝承 した織 り方によつて織られた博多帯であることを需要者に発信 し

たものであつて,需要者もそれを越えて 「誰かの帯である」と認識するもの

ではないから「普通に用いられる方法」に該当する。

地域団体商標制度は,地域内事業者に地域外事業者を排除する権利を与え
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た制度であるか ら,地域内事業者が固有の製法で生産 した商品である限 り基

本的にはその使用 を認めるべ きである。

最後に,一般 に地域団体商標 と商標法 26条 の問題 は,地域内ア ウ トサイ

ダーが地域団体商標そのものを使用 した場合 に論 じられている。すなわち ,

登録商標であるとともに普通名称でもある表示の使用が商標法 26条該 当と

して許 され るかの問題 として論 じられている。 しかるに,本件は地域団体商

標ではない 「博多帯」を使用 したケースであるか ら,商標法 26条 が該 当す

ることは当然のことである。

(4)権利濫用

被告匠工芸は,以下の とお り,そ の販売す る帯に本件商標 「博多織」を使

用できるのに,原告は,被告匠工芸に対 して,被告匠工芸が本件商標 ない し

これ に類似す る標章を使用す ることは,商標法及び不正競争防止法違反の行

為であ り,こ れ については刑事罰 も定め られていること,ま た,同使用の事

実が判明 した場合は,法的措置 を行 う旨の警告を行 うな どの虚偽の説明及び

警告 を し,被告匠工芸の営業 を妨害 した。 これによつて,被告匠工芸は,や

むな く当面は 「博多織」の使用 を控 えて 「博多帯」の表示 を使用す ることと

した ものであるか ら,原告の被告 らに対す る 「博多帯」の使用中止の請求は

権利 の濫用である。

被告匠工芸が,「博多織」 を使用す ることができる理 由は以下の とお りで

ある。

ア 訴外匠工芸か ら原告の組合員の地位 を承継

被告匠工芸は,訴外 匠工芸か ら同社の営業一切 を承継 し営業承継 に伴 っ

て営業の一要素たる組合員資格 も承継 した。 このよ うに被告匠工芸は原告

の組合員であるか ら,本件商標 を使用す ることができる (商標法 31条 の

2第 1項 )。

なお,原告は,前記前提事実 (3)ウ の とお り,訴外匠工芸に対 し,組合員
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資格の喪失通知 を発 したが,清算段階で組合員資格 を喪失す る法的根拠 は

な く上記通知は無効である。

イ 訴外匠工芸か ら先使用権承継

訴外匠工芸は,昭和 30年代に原告に加入す る以前か ら,福岡県博多区

ない し大野城市において,不正競争の 目的な く,継続 して,そ の製造す る

帯を本件商標 「博多織」が表示 された証紙 を付 して販売 してお り,こ れは

その後本件商標 につき商標登録がなされた後 も同様であった。被告匠工芸

は,清算会社 となつた訴外匠工芸か ら同社 の営業一切 を承継 したが,原告

か ら商標権等侵害の警告 を受けたために,当 面は本件商標 の使用 をとりや

めて,被告標章の使用 に変更 したものの, さらに原告 と交渉 して近い将来

は原告に加入 して本件商標 の使用 を再開す る意思でいた。被告匠工芸が本

件商標の使用を中断 した期間はわずか 2年強にすぎない。

したがって,被告匠工芸は,本件商標 につき,業務承継者 として先使用

権 を有す る (商標法 32条の 2,不正競争防止法 19条 1項 3号, 4号 )。

ウ 原告による被告匠工芸の原告加入拒否の無効

本件商標 は,原告が 自由加入組合であることを条件 に登録 された もので

あるのに,原告は正当な理 由がないのに被告匠工芸の加入 を拒否 し,同被

告に本件商標 「博多織」を使用す る権利 を与えない。かかる原告の行為は

原告の設立の準拠法である 「中小企業団体の組織に関す る法律」 7条 1項

2号 に違反す るばか りか,「博多織」の ビジネスか ら被告匠工芸 を不当に

排除 して地域団体商標制度の根幹をないが しろにす るものである。

したがつて,原告による被告匠工芸の原告への加入拒否は無効であ り,

被告匠工芸は原告の組合員たる地位 に基づいて本件商標 を使用できる。

原告は,被告匠工芸 と被告ホールディングスは実質的に一体であるか ら,

被告匠工芸が大企業であると主張す るが,被告匠工芸は,中小企業団体の

組織に関す る法律 5条 が規定す る中小企業であ り,そ こで実質的云々 とい
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う判断基準 を持 ち出す ことは法的安定性 0予測可能性 を損な うものである

か ら相当ではない。

(5)損害について

争 う

第 3 当裁判所の判断

1 本件商標権の効力について

(1)平成 17年商標法改正による地域団体商標制度の新設

地域 における複数の事業者等が,当 該地域の特産品に,当 該地域名 と商品

等の普通名称 を組み合わせた標章を付 して商品を売 り出す ことがあるが,従

前 ,こ のよ うな標章については原則 として商標登録 を行 うことができず (商

標法 3条 1項 3号 ),同標章について,商標登録 を受 けるためには,それが

特定の出所 を示す もの として需要者 に認識 され る必要があつた。

しか し,上記のよ うな地域ブラン ドが,商標法 3条 2項が規定す る識別性

の要件を充足することは困難なことが多く,そのような識別性を獲得するま

での間,他の地域の事業者等が地域ブラン ドの名称を便乗使用することを排

´
除できないなど弊害が多かったことから,地域産業の振興の観点から,上記

商標法 3条 2項が規定する識別性を獲得する以前の地域ブラン ドについて ,

所定の要件の下で特別の商標登録ができるように,平成 17年の商標法改正

によって新たに規定を設けたのが地域団体商標の制度である (甲 26,27,

弁論の全趣旨)

また,こ のように地域団体商標は,地域ブラン ド保護 という目的を有する

ものであるから,地域ブラン ドに係る商品等を販売する地域事業者全体のた

めの制度であり,地域ブランドに係る商品等を販売する特定の事業者のため

の制度ではない。そのため,商標法 7条 の 2第 1項は,地域団体商標の商標

登録を受けることができる者を自由加入が保障された団体に限定したと解す

ることができる。
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(2)地域団体商標の効力と商標法 26条の適用関係

一方で,地域団体商標は,商標法 7条 の 2第 1項が規定するところから明

らかなとお り,地域の名称及び商品等の普通名称等のみからなる商標である

ため,こ れに対する商標法 26条 1項 2号又は 3号の適用が問題になるとこ

ろ,商標法には,地域団体商標に関して商標法 26条の適用に関する特別な

規定は存在 しない。そして,従来,地域団体商標のような商標につき原則と

して商標登録が認められなかったのは,同商標が,当 該地域において当該商

品の生産・販売,役務の提供等を行 う者が広く使用を欲する商標であリー事

業者による独占に適さない等の理由によるものであるから,地域団体商標が

商標登録された場合においても,地域団体商標権の効力が他の事業者による

取引上必要な表示に対して過度に及ばないようにする必要がある。

もつとも,地域団体商標又はその類似する商標について,当該地域以外の

事業者が自らの商品の産地又は商品の内容の表示として使用しなければなら

ないといつた事態は通常想定できないから (仮にこのようなことが行われる

場合は産地偽装となる。),上記のような問題は地域内アウトサイダーとの関

係において生じることになる。すなわち,地域内アウトサイダーが, 自身が

製造 。販売する商品等の産地や同商品等の一般的名称など取引に必要な表示

を全く付せなくなれば,営業活動が過度に制約されるおそれがあり,ま た ,

上記のような取引上必要な表示についてまで,こ れを付すことを禁止するこ

とは,同 じ地域ブラン ド事業を行つている事業者のうち,地域団体商標権者

たる団体に加入 している者 とそ うでない地域内アウトサイダーを不当に競争

において差別することになるから相当ではないし,地域ブラン ドが識別性を

獲得するまでの間,他の地域の事業者等が地域ブラン ドの名称を便乗使用す

ることの排除を容易にすることによって地域ブラン ドを保護 しようとした地

域団体商標制度新設の趣旨からしても過剰な規制である。

そ うすると,地域団体商標 として登録された商標についても,商標法 26
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条 1項 2号又は 3号が適用 され るとい うべ きであ り,地域内ア ウ トサイダー

が, 自身の製造・販売す る商品等の産地及びその一般名称か らなる当該地域

団体商標又はその類似の標章を上記商品等 に付 して使用す る限 りは,それは

主 として取引に必要な産地や商品等の種類の表示であると評価す ることがで

きるか ら,同使用は商標法 26条 1項 2号又は 3号 に該 当す るもの として許

され るとい うべきである。

なお,商標法は,地域団体商標 については,原則 として,地域ブラン ドを

代表 しうる団体 に同商標 に係 る商標権 を独 占させ ると同時に,当 該団体への

自由加入 を保障 しているのであるか ら,地域団体商標 として登録 された商標

の使用を希望す る地域の事業者 においては,で きる限 り上記団体へ加入 した

上,こ れ を使用す ることが望ま しいが,何 らかの事情で団体への加入が制限

され ,ま たは, 自らの判断で団体へ加入 しない場合であっても,上記の とお

り,普通に用い られ る方法で当該地域団体商標 ない しこれに類似す る標章を

使用することは妨げられない とい うべきである。

(3)被告匠工芸による被告標章使用の商標法 26条 1項 2号該当性

本件 においては,福岡県の事業者であ り博多織製法によつて織 られた織物

か ら造 られた帯 を製造 0販売 している地域内ア ウ トサイダーである被告匠工

芸が 「博多帯」 とい う地域名及び商品の普通名称か らなる被告標章を自らの

商品に付 しているものであ り,そのよ うな被告標章の使用は,主 として,取

引上必要な情報である自らの産地及び帯の製法等 を表すためのものであると

認 めることができるか ら,商標法 26条 1項 2号に該 当す るもの として許 さ

れ る。そ して,被告匠工芸による被告標章の使用が許 され る以上,被告商品

の販売仲介や被告商品に貼付す る証紙の作成な どを行つている他の被告 らの

行為 も同様に許 される。

原告は,被告匠工芸による被告標章の使用は, 自他商品の識別機能 を発揮

す る態様のものであるとして,商標法 26条 1項 2号の適用はないな どと主
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張するが,地域内アウトサイダーが自らの商品等の産地及び同商品等の一般

名称からなる商標を商品等に付 した場合は,例 えば地域団体商標権者が使用

している特有のロゴ等を用いているなどの事情がある場合を除いて,同表示

は, 自身の商品等の産地や種類を表すための取引上必要な表示として商標法

26条 1項 2号に該当するとい うべきところ,本件においては特有のロゴ等

が同一であるといつた事情は認められないのであるから,原告の主張は理由

がない。

(4)被告匠工芸の被告標章使用の不正競争防止法 19条 1項 1号該当性

本件において,原告が不正競争防止法 2条 1項 1号又は 2号違反であると

主張するのは,被告匠工芸が被告商品等表示として被告標章を使用すること

及びその他被告 らによるその被告商品の販売仲介や貼付する証紙の作成等の

行為であるところ,被告匠工芸による被告標章の使用が,取引上必要な情報

である自らの産地及び帯の製法等を表すためのものと評価できることは前記

(3)記載のとおりであるから,同使用は,商品の普通名称を普通に用いられる

方法で使用 しているものであるといえ,不正競争防止法 19条 1項 1号 に該

当するものであるとして許 される。そして,被告匠工芸による被告標章の使

用が許される以上,被告商品の販売仲介や被告商品に貼付する証紙の作成な

どを行つている他の被告らの行為も同様に許される。

2 権利濫用

なお,本件の経緯に鑑み,権利濫用に係る被告らの主張についても検討する。

本件商標である「博多織」については,前記前提事実 (3)ア のとおり,原告

が同商標について地域団体商標の登録を受ける以前から,訴外匠工芸が同商標

を使用し,原告が同商標について商標登録を受けた後においても,訴外匠工芸

は同商標を継続 して使用 したものであるところ,前記前提事実 (3)イ ないしカ

のとおり,被告匠工芸は,訴外匠工芸から博多織事業の譲渡を受けたものであ

るから,被告匠工芸は,商標法 32条の 2第 1項 に基づいて本件商標を使用す

-17¨



る権利を有していた者である。

もつとも,被告匠工芸は,現在本件商標を使用しておらず,被告標章を使用

しているものであるから,被告標章の使用が,直ちに商標法 32条の 2に基づ

くものであるということはできない。しかしながら,被告匠工芸が,本来は使

用できるはずの本件商標を使用せず,被告標章の使用を始めたのは,前記前提

事実記載 (3)ウ 及び工のとお り,原告から本件商標使用につき警告を受けたた

め,次善の策として被告標章を使用したものであると認められる (弁論の全趣

旨)。

したがって,被告匠工芸が被告標章を使用するに至った上記経緯に照らすと,

原告が,被告匠工芸による被告標章の使用又は他の被告らによる被告商品の販

売仲介や被告商品に貼付する証紙の作成等の行為に対して損害賠償等の法的措

置を求めることは権利の濫用であるといわざるを得ない。

3 よつて,原告の請求は,その余を判断するまでもなく:いずれも理由がない

から棄却することとし,主文のとおり判決する。

福岡地方裁判所第 6民事部

裁判長裁判官

裁判官   前 田

18=
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別紙 1 被告標章目録

被告標章  ① 被告博多織物協同組合作成の博多帯証紙(下図)記載の、

「博多帯」 とい う3文字の一連の漢字(毛筆書体)に よつて

成立する標章

被告ホールディングス発行の宣伝誌 kosode誌
(vol.41、 vol.42、 vol.43、 vol.45、 vol.46、 vol.47)記 載の

「博多帯」 とい う3文字の一連の漢字(標準書体)(下図)に

よつて成立する商品等表示

博多織

②

博
多
帯
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別紙 2 被告商品目録

被告商品  被告ホールセラーズの匠工芸工場(福 岡県大野城市仲畑 2-12-
40)において、福岡県博多地域に由来する下記の伝統的製造方法によ

って生産された、絹人絹織物製品である帯であつて、被告らが 「博多

帯」という被告標章(下図)を付 しているものであり、かつ品質表示の

シール中に「匠工芸」の記載のあるもの

製造方法

上記被告商品は、細い経糸(た ていと)を多く用い、太い緯糸(よ こい

と)を歳(お さ)で強 く打ち込み、主に経糸を浮かせて柄を織 り出す点に

絹織物 としての特徴があり、かかる特徴から、織物の記事に厚みや張

りがあり、帯としての用途に適 した絹人絹織物である

二十年に象

博多織物協日組
日本 襲

:ゝ!ご二曹 :ゝ:ご二■

『

ふ誓J召
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別紙 3 謝罪 目録

1 謝罪文

弊社 、 日本和装 ホールデ ィングス株式会社 、同 日本和装 ホールセ ラーズ株式会

社及び弊協 同組合博多織物協 同組合 は、通謀 の うえ、貴博多織 工業組合 の登録商

標 「博多織」 に類似す る 「博多帯」の標章 を付 した帯類 を、平成 21年 4月 よ

り、平成 23年 2月 まで、製造、販売 し、あたか も、弊社 の製 品が貴工業組合の

製 品であ るかの様 に、一般顧 客等 を誤信 させ るな ど、貴工業組合 に対 し、多大の

ご迷惑 をおか け しま した。 これ は、商標法違反及び不正競争防止法違反 の行為で

あ ります ので、弊社 は直 ちに弊社標識 の使用 をや めて、今後 この よ うなご迷惑 を

一切おか け致 しませ ん ことを誓約 し、貴工業組合 に対 し、お詫び 申 し上げます。

2 掲載媒体及び掲載方法

本訴判決後 、 lヶ 月以内に、下記は)、

(1)日 本経済新 聞の全 国版社会面 に 2段

掲載

121 朝 日新間の全 国版社会面 に 2段 ×4

(31 西 日本新 聞の朝刊社会面 に 2段 ×4

12)、 13)の いずれ も実施

×4セ ンチメー トル以上のサイズで 1回

セ ンチ メー トル以上 のサイズで 1回 掲載

セ ンチ メー トル以上のサイズで 1回 掲載

９

“



別 紙 4

商 標 登 録 証
(CERT!F10ATE OF TRADEttARK RE61STRAT10N〕

商標(]E JARЮ

博多織

(地域 団 体 商 標 /R口 1酬ALY BAS[0 00LLECTl[TR40日 想K)

登録第 5031531号
(REGISTRAT:ON‖ UrllER)

(標準文字)

指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分にlST OF 0000S AND SEⅣ ICS)

第24類  福岡県博多地域に由来する製法により福岡県福岡市・久留米市 。甘木
市・小郡市・筑紫野市・春日市・大野城市 。太宰府市・前原市・筑紫
郡那珂川町・糟屋郡宇美町・糟屋郡志免町・糟屋郡須恵町・糟屋郡粕
屋町・福津市・朝倉郡筑前町・糸島郡二丈町・佐賀県唐津市・佐賀郡
川副町・佐賀郡久保田町 。大分県豊後高田市・杵築市で生産された絹
織物

第25類  福岡県博多地域に由来する製法により福岡県福岡市・久留米市・甘木
市・小郡市・筑紫野市・春日市 。大野城市・太宰府市・前原市・筑紫

その他別紙記載
商標権者ωⅧ田OF]E TRAO出 RK RIG肝 )

福岡県福岡市博多区博多駅南 1丁目14番 12号

博多織工業組合

出 順 番 号 lAPPL!CAT:OH‖ U‖BER)

出 願 年 月 日 CiLIN6 0ATE)

商願 2006-064184

平成 18年  7月 10日 (」uly 10,2∞ 0

この商標は、登録するものと確定し、商標原簿に登録されたことを証する。
(TH:S iS T0 0ERTIFY THAT THE TRADEttRK iS RECiSTEREl1 0N THE REGISTER OF THE JAPAN PAT師 OFFICE_)

平成 19年  3月  9日 (Lrch 9,2011“

OE)

葛
,v

十̈
Ｆ

・

１

‘

・

‘

一

一一一

特 許 庁 長 官

“

OⅢ ISS10N田 ,」APAH
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商 標 登 録 証
CERTlド iCATE"TRA004M目弱:mAT10N)

登 録 第 5031531号 (口:mAT剛 曲 臨 )

商 願 2006-064184● PPLiCAT剛 旧 囀

指定商品又は指定役JJC並びに商品及び役務の区分にlST OF 0000S AW SERViCES)

(第 25類)郡 那珂川町・糟屋郡宇美町・糟屋郡志免町 口相屋郡須恵町・精屋郡粕
屋町・福津市・朝倉郡筑前町・糸島郡二丈町・佐賀県唐津市・佐賀郡
川副町 。佐賀郡久保田町・大分県豊後高田市・杵築市で生産された絹
織物製の和服

[以下余白]

(統業  1)
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別紙 5 被告商品等表示 目録

被告商品等表示 ① 被告博多織物協同組合作成の博多帯証紙(下図)記載の、

「博多帯」とい う3文字の一連の漢字(毛筆書体)に よつて

成立する商品等表示

② 被告ホールディングス発行の宣伝誌 kosode誌
(vol.41、 vol.42、 vol.43、 vol.45、 vol.46、 vol.47)記 載の

「博多帯」とい う3文字の一連の漢字(標準書体)(下図)に

よつて成立する商品等表示

博
多
帯

博多織

博多帯

二十 年仏ふ

博多織物協同組
田ホ 襲
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